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子会社の吸収合併に関するお知らせ 
 
 
当社は本日開催の取締役会において、下記のとおり、当社の100%子会社で化学品事業持ち株会社
であるグローバル・ケミカル・ホールディングス株式会社および、その 100%事業子会社である双日ケ
ミカル株式会社と吸収合併する方針を決定いたしましたので、お知らせいたします。 
 

記 
 
１. 合併の目的 
当社の化学品事業は双日本社で行っている肥料事業およびメタノール事業と中核事業会社で

ある双日ケミカル株式会社で行っている化学品事業を両輪として推進してまいりました。 
今般、当社はグループ経営のさらなる効率化を図るとともに、当社グループが保有する総合商社

機能を一体となって活用することでグローバルな事業展開を加速させるために、化学品事業を当

社に集約することとし、化学品事業持ち株会社であるグローバル・ケミカル・ホールディングス株

式会社およびその100%事業子会社である双日ケミカル株式会社を吸収合併する方針を決定い
たしました。 

 
２. 合併の要旨 
（1） 合併の日程 
  合併契約書承認取締役会   2006年 6月末（予定） 
  合併契約書調印    2006年 6月末（予定） 
  合併期日    2006年 10月 1日（予定） 
  合併登記    2006年 10月上旬（予定） 

 
（2） 合併方式 
当社を存続会社とする吸収合併方式で、グローバル・ケミカル・ホールディングス株式会

社および双日ケミカル株式会社は解散します。 
 
（3） 合併比率 
当社はグローバル・ケミカル・ホールディングス株式会社の発行済株式の全てを、また、

グローバル・ケミカル・ホールディングス株式会社は双日ケミカル株式会社の発行済株

式の全てを保有していることから、合併に際しては新株式の発行及び資本金の増加は

行いません。 
 
（4） 合併交付金 
合併交付金の支払いは行いません。 



3.  合併当事会社の概要（2006年 3月 31日現在） 
（1）商号 双日株式会社（※） 

（旧双日ホールディングス

株式会社） 
（合併会社） 

グローバル・ケミカ

ル・ホールディング

ス株式会社 
（被合併会社） 

双日ケミカル株式会社 
（被合併会社） 

（2）事業内容 総合商社 持株会社 化学品商社 
（3）設立年月日 2003年 4月 1日 2002年 3月 26日 2003年 10月 1日 
（4）本店所在地 東京都港区赤坂六丁目 1

番 20号 
東京都港区六本木

1丁目 4番 30号 
東京都港区六本木 
1丁目 4番 30号 

（5）代表者 代表取締役社長 
土橋 昭夫 

代表取締役社長 
鈴木 譲治 

代表取締役社長 
渡邉 理史 

（6）資本金 130,549百万円 5,000百万円 4,985.9百万円 
（7）発行済株式総数 普通株式     404,208,888株 

 
第Ⅰ種優先株式 85,200,000株 
第Ⅱ種優先株式 26,300,000株 
第Ⅲ種優先株式 1,500,000株 
第Ⅳ種優先株式 19,950,000株 
第Ⅴ種優先株式 12,875,000株 

普通株式 
199,800株 

普通株式 
464,613株 

（8）株主資本 426,949百万円 10,673百万円 18,514百万円 
（9）総資産 2,521,679百万円 44,735百万円 102,167百万円 
（10）決算期 3月 31日 3月 31日 3月 31日 
（11）従業員数 17,213名 0名 287名 
（12）主要取引先 総合商社として、物品の売

買および貿易業を中心

に、国内および海外に 
取引先を多数持つ 

 

- 化学品商社として、国

内及び海外に取引先

を多数持つ 

（13）大株主および持
ち株比率 

〔普通株式〕 
ユービーエスエイジ－ロンドンアジ

アエクイティーズ        6.57% 
 
日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社            3.83% 
 
日本マスタートラスト信託銀行株式

会社               3.45% 
 
モルガン・スタンレー証券会社

2.75% 
 
リーマンブラザーズアジアキャピ 
タルカンパニー        1.99% 
 

双日株式会社 
100% 

 

グローバル・ケミカル・ 
ホールディングス株会社

100% 

（14）主要取引銀行 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 
株式会社みずほコーポレート銀行 
農林中央金庫 
株式会社りそな銀行 

株式会社三菱東京ＵＦＪ 
銀行 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 
株式会社みずほコーポレート

銀行 
株式会社りそな銀行 

資本関係 
 

合併会社は被合併会社の株式を 100%保有
しております。 

人的関係 
 

合併会社の執行役員 2名は被合併会社の代
表取締役を兼務しております。 

（15）当事会社の関係 

取引関係 合併会社は、被合併会社の持株会社でありま

す。 
（※）双日ホールディングス株式会社は 2005年 10月 1日付で同社を存続会社として事業子会社で
ある双日株式会社と合併し、商号を双日株式会社に変更しました。 

 



（16）  最近決算期間の業績（連結） 
 双日株式会社（旧双日ホールディングス株式会社） 

（合併会社） 
決 算 期 2004年 3月期 2005年 3月期 2006年 3月期 
売 上 高 5,861,737百万円 4,675,903百万円 4,972,059百万円 
営 業 利 益 59,948百万円 65,521百万円 76,202百万円 
経 常 利 益 48,461百万円 58,088百万円 78,773百万円 
当 期 純 利 益 △33,609百万円 △412,475百万円 43,706百万円 
1株当たり当期純利益 △172.52円 △1,876.48円 126.21円 
1株当たり配当金 -円 -円 -円 
1株当たり株主資本 235.43円 △1,440.26円 △368.95円 
 
（17） 最近決算期間の業績（各社単体ベース） 
 双日株式会社（旧双日ホールディングス株式会社） 

（合併会社）（注 1） 
決 算 期 2004年 3月期 2005年 3月期 2006年 3月期 
売 上 高 2,897百万円 2,160百万円 1,330,122百万円 
営 業 利 益 647百万円 545百万円 2,616百万円 
経 常 利 益 164百万円 186百万円 19,767百万円 
当 期 純 利 益 83百万円 △563,141百万円 16,808百万円 
1株当たり当期純利益 0.43円 △2,561.51円 48.55円 
1株当たり配当金 -円 -円 -円 
1株当たり株主資本 967.26円 △1,439.89円 △330.61円 
（注1） 旧双日ホールディングス株式会社は、2003年4月1日にニチメン株式会社および日商岩井
株式会社からの株式移転により設立。 

 
 グローバル・ケミカル・ホールディングス株式会社 

（被合併会社） 
決 算 期 2004年 3月期 2005年 3月期 2006年 3月期 
売 上 高 693百万円 1,300百万円 1,380百万円 
営 業 利 益 666百万円 1,281百万円 1,367百万円 
経 常 利 益 △27百万円 530百万円 563百万円 
当 期 純 利 益 110百万円 505百万円 629百万円 
1株当たり当期純利益 552.07円 2,532.40円 3,148.91円 
1株当たり配当金 -円 -円 274.05円 
1株当たり株主資本 48,015.70円 50,548.10円 53,422.97円 
 
 双日ケミカル株式会社 

（被合併会社） 
決 算 期 2004年 3月期 2005年 3月期 2006年 3月期 
売 上 高 117,191百万円 214,611百万円 237,844百万円 
営 業 利 益 3,105百万円 5,393百万円 5,817百万円 
経 常 利 益 2,634百万円 4,698百万円 5,119百万円 
当 期 純 利 益 1,430百万円 2,758百万円 2,975百万円 
1株当たり当期純利益 6,019円 5,936円 6,403円 
1株当たり配当金 1,493円 2,798円 2,970円 
1株当たり株主資本 28,430円 32,698円 39,849円 
 
 
 



４． 合併後の状況（予定） 
（1）商 号 双日株式会社（英文名称：Sojitz Corporation） 
（2）事 業 内 容 総合商社 
（3）本 店 所 在 地 東京都港区赤坂六丁目 1番 20号 
（4）代 表 者  代表取締役 土橋 昭夫 
（5）資 本 金  130,549百万円 
（6）総 資 産  2,521,679百万円 
（7）決 算 期  3月 31日 
（8）業績に与える影響 グローバル・ケミカル・ホールディングス株式会社および双日ケミカル 

株式会社は、当社の連結対象子会社であり、この合併は企業集団の

状況に影響を与えないため、当社の連結業績見通しへの影響はありま

せん。但し、単体決算においては、平成 18年 4月より適用となった「企
業結合に係る会計基準」における共通支配下での取引に該当するため、

合併期日に特別損失として、抱合せ株式消滅差損が約 100 億円発生
する見込みですが、本日公表の単体業績見通しには既に織り込んで

おります。 
 
    
 
 
 
                                                                            以上 

 
 


